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はじめに 

日本救急医療財団は、厚生労働省からの委託を受け※、

「救急救命処置検討委員会」を設置し、救急救命士

が行う救急救命処置の追加、除外等の手順について

検討してきた。 

 

   ※ 病院前医療体制充実強化事業 

     （救急救命士が行う救急救命処置に関する検討事業） 

 

本年度から、救急救命処置の追加、除外等について

MC協議会などからの提案の募集を予定している。 

 



救急救命処置検討委員会が設置された背景 



救急救命処置の拡大（経緯） 

年 救急救命処置 契機 検討の場 

H15 除細動の包括指示化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H16 気管チューブを用いた気管挿管 

H18 
エピネフリン（アドレナリン） 

の投与 

H21 
エピペン（自己注射型エピネフリン製剤）

の使用 

H23 
ビデオ硬性喉頭鏡を用いた 

気管挿管 

H26 
心肺停止前の静脈路確保と輸液 

血糖測定とブドウ糖の投与 

救急救命士制度 

発足時からの 

検討事項 

病院前救護体制の
あり方に関する検
討会など 

（厚生省） 

国会の委員会で
の要望 

厚生労働科学研究
（野口班） 

新しい資器材に
対する照会 

構造改革特区へ
の提案 

救急業務高度化推
進検討会 

（消防庁） 

救急救命士の業務
のあり方に関する
検討会 

（厚生労働省） 



「・・今後の処置の範囲の拡大に関しては、一貫性の
ある評価方法を検討する必要があるのではないか」 

救急救命士の業務のあり方等に関する検討会報告書 

（厚生労働省 平成25年８月） 

これまでの経緯を確認すると・・・ 

 

  拡大の契機、検討の場、手順は不定 

医学、医療は絶えず進歩・発展 

救急救命処置の範囲についても、継続的な検討が必要 

→ 今後の救急救命処置の追加・除外等の 

  基本的な手順、流れを定められないか？ 



平成２６年度 

厚生労働科学研究 

救急救命士の処置範囲に係る研究 

（研究責任者：野口宏） 



救急救命処置の追加、除外についての提案を受
ける窓口 

 

提案の評価 

 

評価に基づいた振り分けと厚労省への報告 

 

救急救命処置検討委員会（仮称）の役割 

平成26年度 

厚生労働科学研究「救急救命士の処置範囲に係る研究」 

（研究責任者：野口宏） 



① 効果（利点） 
処置に要する時間、病院到着が遅延することによる負の影響も考慮 

② 実施頻度 

講習、実習、器具の配備などには費用、時間を要すため、効率性を考
えると頻度の評価も重要 

③ 難易度（必要な講習、実習） 
 ア 手技の難易度 

 イ 処置の適応を判断する難易度（オンラインMCの要否） 

④ 侵襲度、危険度の評価 

⑤ 経費 

⑥ 他の医療資格者、諸外国で実施状況 

提案された処置の評価 

平成26年度 

厚生労働科学研究「救急救命士の処置範囲に係る研究」 

（研究責任者：野口宏） 



カテゴリーⅠ 

速やかに救急救命処置として追加することが望ましいと
判断される処置 

 

カテゴリーⅡ 

実証研究などさらなる検討が必要と判断される処置 

 

カテゴリーⅢ 

追加することは不適切であると判断される処置 

評価に基づいた振り分け 

平成26年度 

厚生労働科学研究「救急救命士の処置範囲に係る研究」 

（研究責任者：野口宏） 



研究班が厚労省へ研究成果
を報告 

 

厚生労働省が「救急救命処
置に関する検討事業」を開
始 

 

財団が委託を受け、救急救
命処置検討委員会を設置 

 

 



救急救命処置検討委員会の概要 



委員長 坂本 哲也 帝京大学医学部救急医学講座主任教授 

委 員 阿部 和彦 
仙台市消防局救急担当部長 

（全国消防長会救急委員会事務局） 

委 員 郡山 一明 救急救命九州研修所教授 

委 員 嶋津 岳士 大阪大学大学院医学系研究科救急医学教授 

委 員 田中 秀治 国士舘大学大学院救急システム研究科教授 

委 員 田邉 晴山 救急救命東京研修所教授 

委 員 松月 みどり 
一般社団法人 日本救急看護学会代表理事 

(愛知医科大学看護学部大学院ｸﾘﾃｨｶﾙ看護学教授) 

委 員 松本 吉郎 公益社団法人 日本医師会常任理事  

委 員 溝端 康光 大阪市立大学大学院医学研究科救急医学教授 

委 員 森住 敏光 
東京消防庁救急部長 

（全国消防長会救急委員会常任委員・参与） 

委 員 横田 裕行 
日本医科大学大学院医学研究科救急医学分野大学院
教授 

オブザーバー 飯塚 悠祐 
厚生労働省医政局地域医療計画課  

救急・周産期医療対策室病院前医療対策専門官 

オブザーバー 森川 博司 総務省消防庁救急企画室救急専門官 

オブザーバー 谷 清仁 海上保安庁警備救難部救難課医療支援調整官 

オブザーバー 行岡 哲男 財団理事長（東京医科大学常務理事） 



救急救命処置について 
  

• 新しい処置の追加の提案 

• 既存の処置の除外・見直しについての提案 

 

（対象外） 

• 救急救命士法（第2条）が規定する救急救命処置の
前提条件を満たさないもの 

• 倫理的に不適切と考えられるもの 

 
（救急救命士法第二条） 

「救急救命処置」とは、重度傷病者が病院又は診療所に搬送されるまでの間に、当該重度傷病者に対し
て行われる気道の確保、心拍の回復その他の処置であって、当該重度傷病者の症状の著しい悪化を防止
し、又はその生命の危険を回避するために緊急に必要なものをいう。 

募集する提案 



「症状の著しい悪化を防止し、又はその生命の危
険を回避するため」に行われるもの 

 

「重度傷病者」に対して必要なもの 

 

「病院又は診療所に搬送されるまでの間」に行う
もの 

提案する処置が 

予め満たすべき事項 



① 都道府県・地域ＭＣ協議会 

     消防機関、海上保安庁 
 

② 次の団体・学会 

• 全国衛生部長会 

• 全国消防長会 

• 全国保健所長会 

• 公益社団法人日本医師会 

• 一般社団法人日本救急医学会 

• 一般社団法人日本臨床救急医学会 

• 公益財団法人日本麻酔科学会 

• 一般財団法人救急振興財団  

    ※全国MC協議会連絡会世話人会の構成団体 

提案者の要件 



③その他の団体、個人 

 

 当面の間、①と②からの提案を受け付け、その後、③か
らの提案も受け付ける予定 
 

 ③からの提案を受け付ける場合には、②に掲げた団体に
よる推薦を必要とする予定 

提案者の要件 



• 日本救急医療財団 ホームページで電子的な
に受付を予定 

提案の窓口 

• 提案者は利益相反に関する申告書の提出 

利益相反の管理 



• 提案書に記載された内容を評価 

 

• 提案書への不記載、資料の不足等がある場合に
は、提案者に対して、提案書の加筆修正や資料
の追加などを依頼 

 

（留意点） 

 委員会側による調査は実施を予定せず 

 

評 価 



• 提案ごとに評価に要する期間は異なり、長期間
を要する場合もあると想定 

• 振り分け結果の厚生労働省への報告は、受け付
け順とは異なる 

 

（参考） 

 心肺停止前の静脈路確保と輸液     

  → 政府への特区提案から ・・およそ５年 
 

（留意点） 

 評価手順の細部の見直しあり 

 

評 価 



医学、医療は絶えず進歩・発展しており、救
急救命処置の範囲についても、継続的な検討
が必要 

 

日本救急医療財団は、厚生労働省からの委託
を受け、「救急救命処置検討委員会」を設置
し、救急救命処置の追加・除外についての提
案を本年度より公募 

 

病院前医療の発展に資する適切な提案を期待 

ま と め 


